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代表取締役社長

第31期（平成30年2月期）の連結業績について
当社グループは、得意とするアパレルや日用雑貨を主に取扱う企業

への営業活動に留まらず、新たな顧客層の開拓も推し進め、今まで取扱
いの少なかった業種の貨物集荷にも精力的に取り組んでまいりました。
これら営業活動により、新規顧客の獲得及び大口を始めとした既存

顧客との取引拡大を図り、収益の向上に努めてまいりました。
また、米国、台湾現地法人及びベトナム合弁会社もそれぞれが営業を

開始し、当社グループ全体が連携しての国際貨物輸送サービスの更なる
拡充を図ってまいりました。
さらに、貨物のセキュリティー管理とコンプライアンス体制の強化、

顧客サービスの向上を図るべく、本年1月にはAEO制度に基づく「認定
通関業者」としての認定を受けました。
従来からの取り組みを更に強化することにより、前年同期と比較し

て、国際貨物輸送の取扱いや通関の受注は、大口の顧客を中心に堅調な
伸びを示すこととなりました。一方で、大口顧客の売上総利益率が比較
的低いことに加え、海外から日本への輸入海上運賃の上昇等により仕入
コストが増加したこともあり、売上総利益率は低下することとなりまし

た。しかしながら、販売費及び一般管理費の抑制等により、安定した利益
を確保すべく努めてまいりました。

第32期（平成31年2月期）の見通しについて
当社グループを取り巻く経営環境としては、日本国内の景気は緩や

かな回復基調で推移すると見込まれますが、海外経済の不確実性などが
懸念され、依然として先行き不透明な状況が続くものと思われます。
このような状況下、当社グループは、主力である国際貨物輸送に加え、

通関や配送等を含めた一貫輸送のノウハウを活用し、顧客のニーズを的
確に捉えた物流提案を積極的に行ってまいります。また、取扱いの少な
い業界への営業活動も精力的に行うとともに、経済成長が続く東南アジ
アとの貨物輸送、輸出貨物輸送や航空貨物輸送、三国間輸送の獲得にも
継続して注力してまいります。
さらに、海外現地法人及び各国の代理店とも連携の上、グローバル物

流体制の基盤強化も図り、国際貨物輸送事業の拡大と収益の向上に取り
組んでまいります。

株主の皆様には、平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。　
さて、ここに第31期（平成30年2月期）の連結業績と、
次期（平成31年2月期）の見通しについてご報告を申し上げます。

第32期通期業績予想（連結）
営業収益 28,500百万円 前年同期比 13.5％ 増
営業利益 1,550百万円 前年同期比   3.5％ 増
経常利益 1,610百万円 前年同期比   1.4％ 増
親会社株主に帰属する
当期純利益 1,150百万円 前年同期比   4.5％ 増

国際物流をデザインするエーアイテイー

証券コード：9381

第31期 年次報告書
平成29年3月1日～平成30年2月28日

タイ／レムチャバン港



発 行 可 能 株 式 総 数 53,856,000 株
発 行 済 株 式 の 総 数 19,754,400 株 （自己株式640,829株を含む。）

株 主 数 8,722 名

株式に関する情報  （平成30年2月28日現在）

取締役及び監査役  （平成30年5月24日現在）

代表取締役社長

常 務 取 締 役

取 締 役

取 締 役

社 外 取 締 役

社外取締役

常勤監査役

社外監査役

社外監査役

矢倉　英一

馬上　真一

西村　　司

大槻　信夫

貝塚　悦夫

松田　佳紀

清水　洋志

西島　佳男

三村　淳司

会社概要  （平成30年2月28日現在）

社 名
英文社名
本 社

設 立
資 本 金
従業員数
事業内容

株式会社エーアイテイー
AIT CORPORATION
〒541-0053
大阪市中央区本町2丁目1番6号
堺筋本町センタービル15階
TEL.06-6260-3450（代表）
昭和63年2月
271,140,311円
570名（連結）、300名（単体）
貨物利用運送事業（外航海運・国際航空貨物・貨物自動車・
鉄道・内航）、航空運送代理店業、通関業、海運仲立業、損害
保険代理店業、コンテナその他輸送器具の販売並びに輸
出入、上記に付帯関連する一切の事業

株価動向
（円） （週単位）
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所有者別株式分布状況  （平成30年2月28日現在）

金融機関
金融商品取引業者
その他の法人
外国法人等
個人・その他
自己名義株式

11.66%
1.18%
40.29%
20.36%
23.27%
3.24%

数字で見る

AIT
平成30年2月期通関受注件数

一貫輸送の営業強化により、通関受注件数は堅調に増加して
います。平成30年１月22日付で、貨物のセキュリティー管理と
コンプライアンス体制が整備された企業だけが取得できる
AEO制度に係る「認定通関業者」として認定されました。

88,257件

平成29年2月期

73,063

平成28年2月期

60,475

＋12,588件
20.8%増

＋15,194件
前期比

20.8%増

平成30年2月期

88,257

通関受注件数の推移 （件）

年間コンテナ取扱本数

年間20万本を超える輸送実績をもと
にした各船会社との直接契約で、輸送
コストを圧縮。

206,359本

平成30年2月期 自己資本利益率 自己資本利益率の推移 （%）年間コンテナ取扱本数の推移 （本）

自己資本利益率は、株主から預かった資本をどれだけ
有効的に利益につなげているかを判断するための指
標で、東証1部上場企業の平成28年度の平均は8.7%

（平成29年6月日本経済新聞社調べ）となっています。

当社は、配当政策として連結配当性向50％を目処としておりますが、株主の
皆様のご期待にお応えするべく、配当による更なる利益還元を推し進め、毎
期継続しての連結配当性向60％の実現を目指したいと考えております。

20.7%

1株当たり年間配当金

35円

配当性向

60.8%

中国・東南アジアにおける自社拠点

中国・東南アジアに自社拠点を保有
し、日々進化するグローバルな物流
ニーズに対応。
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